
当資料は、日興アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるもので
はありません。なお、掲載されている見解および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある
資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・
換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

2022年3月1日Vol. 1,798

3月の金融政策、政治・経済イベント

2022年2月の金融市場では、米国を中心とする
高インフレや金融政策引き締めの動きに対する懸
念の高まりなどが重石となり、世界の株式市場は
軟調な推移となりました。また、ロシアがウクライナ
に侵攻し、地政学リスクが著しく高まったことも、株
式市場の下押し要因となりました。

緊張感が高まるウクライナ情勢

ロシアがウクライナへ侵攻したことを受け、米国や
EU（欧州連合）などが追加の制裁措置をとると表
明したほか、2月下旬に予定されていた米ロ外相
会談や首脳協議が中止となるなど、ウクライナ情
勢を巡る緊張感は一層高まっています。各国はロ
シアへの制裁措置を段階的に強化していますが、
大規模な制裁措置は世界経済へ悪影響が及ぶ
恐れもあることから、難しい舵取りを迫られていま
す。対話によって緊張緩和に向けた道筋をつけら
れるのか、今後の行方に大きな注目が集まってい
ます。

引き続き注目される米国の金融政策の動向

市場では、米FRB（連邦準備制度理事会）によ
る金融政策の動向が引き続き注目されています。
1月のFOMC（連邦公開市場委員会）の議事要旨
では、高インフレが予想以上に長く続いており、政
策金利を早期に引き上げることが望ましいとの参

加者の見方が示されました。こうしたことから、3月
の会合では、2018年12月以来となる利上げが決
定される見通しであり、利上げ幅が0.25ポイントに
とどまるか、0.5ポイントとなるかが焦点となっていま
す。また、FRBは保有資産の縮小にも早期に着手
する方針を示しています。長期化した金融緩和政
策の副作用を懸念する声もあり、2日からのFRB
議長による上下両院での議会証言や、15日から
のFOMCで、今後の政策運営に関してどのような
方針が示されるか、注目されます。

中国の重要な政策を定める全人代

中国では5日から、第13期全人代（全国人民代
表大会、国会に相当）第5回会議が開幕します。
同会議では、中国の各省や軍などから約3千人が
集まり、政府予算や各種政策など、国の運営に関
わる重要な施策について審議や発表が行なわれ
ます。近年、中国経済は需要減や供給制約に悩
まされており、全人代で経済成長の目標をどの程
度の水準に設定するのかや、成長目標を達成す
るためにどのような施策が打たれるのかなど、様々
な点に注目が集まっています。今秋には中国共産
党大会が開かれることもあり、習近平国家主席が
減速傾向にある中国経済をどのように安定させて
いくのか、市場から高い関心が寄せられています。

●信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成。スケジュールは予告なしに変更される可能性があります。
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3月 予定

1日（火）
■米国、一般教書演説（大統領が今後の内政・外交の施政方針を上下両院に表明）、

2月のISM製造業景況指数

2日（水）
■OPEC（石油輸出国機構）プラス閣僚会合
■米国、FRB議長の上下両院での議会証言（～3日）

4日（金） ■米国、2月の雇用統計、■中国、北京パラリンピック競技大会（～13日）

5日（土） ■中国、第13期全人代第5回会議開幕

9日（水） ■韓国、大統領選挙

10日（木） ●ユーロ圏、ECB（欧州中央銀行）理事会、■米国、2月のCPI
15日（火） ●米国、FOMC（～16日）、■中国、1-2月の小売売上高

16日（水） ■米国、2月の小売売上高

17日（木） ●日本、日銀金融政策決定会合（～18日）、●英国、金融政策委員会

24日（木） ■ユーロ圏、EU首脳会議（～25日）

31日（木） ■中国、3月の製造業PMI
月内 ■日本、2022年度予算案・税制改正関連法成立（予定）

●金融政策関連

■政治・経済関連

3月の注目される金融政策および政治・経済イベント


